様式第２号（第４条関係）
特　別　利　率　適　用　確　認　書
年　月　日
◎特別利率の該当要件（新規需要開拓設備資金制度要綱第３条）

　該当する要件の（　）に○を記載し、その内容を記載してください。
	（　）鳥取県産業未来共創条例施行規則（以下単に規則という。）第２条に定める重点分野

	該当する分野について、□にレ点を入れてください。

	１　成長軸創出分野　次に掲げる産業及びこれに類する産業として知事が別に定めるものであって、先進的な取組を行うもの（規則第２条第１項第１号に係るもの）
□モビリティ産業（次世代自動車（大気汚染物質の排出及びエネルギーの消費効率に関する性能が優れた自動車をいう。）、航空機その他の輸送用機械器具及びその附属品を製造する産業並びにこれに関連する産業をいう。）
□ヘルスケア産業（医療用機械器具製造業、医療用品製造業及び医薬品製造業並びにバイオテクノロジーの活用に関連する産業並びにこれらに関連する産業をいう。）
□宇宙利用産業、宇宙機器産業その他の宇宙の開発及び利用に関する産業並びに水素の活用に関する技術その他の新たな活用が見込まれる技術に関連する産業並びにこれらに関連する産業
□コンテンツ等（コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律（平成16年法律第81号）第２条第１項に規定するコンテンツ及び知的財産基本法（平成14年法律第122号）第２条第１項に規定する知的財産のうち、知事が別に定めるものをいう。）の創造、制作又は活用に関連する産業
□グリーントランスフォーメーション（産業活動において使用するエネルギー及び原材料に係る二酸化炭素を原則として大気中に排出せずに産業競争力を強化することにより、経済成長を可能とする経済構造への円滑な移行をいう。）に関連する産業

	２　基盤的産業分野　次に掲げる産業及びこれに類する産業として知事が別に定めるものであって、先進的な取組を行うもの（規則第２条第１項第２号に係るもの）
□フードテック（生産から加工、流通、消費等へと繋がる食分野の新しい技術及びその技術を活用したビジネスモデルをいう。）の活用に関連する産業及び食料品製造業
□サポーティングインダストリー（ものづくり基盤技術振興基本法第２条第１項に規定するものづくり基盤技術その他の製造業の発展を支える技術をいう。）に関連する産業
□データ及びデジタル技術（人工知能関連技術（人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律（令和７年法律第53号）第２条に規定する人工知能関連技術をいう。）を含む。）の活用又はデータセンター（データの処理を目的としたコンピュータやデータ通信のための装置の設置及び運用に特化した建物又は室）の運営若しくは利用に関連する産業であって、地域の産業における戦略的なデジタル化の取組に資するもの

	３　前２号に掲げるもののほか、令和７年11月14日の閣議決定により設置された日本成長戦略本部が定める「危機管理投資」・「成長投資」の戦略分野のうち、知事が別に定めるもの
□ＡＩ・半導体　□造船　□量子　□合成生物学・バイオ　□航空・宇宙
□デジタル・サイバーセキュリティ　□コンテンツ　□フードテック
□資源・エネルギー安全保障・ＧＸ　□防災・国土強靭化　□創薬・先端医療
□フュージョンエネルギー　□マテリアル（重要鉱物・部素材）　□港湾ロジスティクス
□防衛産業　□情報通信　□海洋

	４　前３号に掲げるもののほか、令和７年11月11日の閣議決定により設置された地域未来戦略本部が定める戦略産業クラスター計画及び地域産業成長プランに関連する産業であって、知事が別に定めるもの
　※以下に該当する産業を記載してください。

	５　地域密着型産業分野　次に掲げる産業及びこれに類する産業として知事が別に定めるものであって、先進的な取組を行うもの（規則第２条第１項第５号に係るもの）
□鳥取県産業未来共創条例施行規則第２条第１号から第３号までに掲げる産業の分野に係る事業（県内において行われるものに限る。）と密接に関連する物流業

□地域が直面する課題（知事が重要であると認めたものに限る。）の解決に資する機器、製品等を製造する産業及びこれに関連する産業

	６　国際需要拡大分野　次に掲げる産業及びこれに類する産業として知事が別に定めるものであって、先進的な取組により外国人観光旅客の来訪の促進を主な目的とする取組を行うもの（規則第２条第１項第６号に係るもの）
□宿泊業

□飲食サービス業

□地域の観光資源の特性を生かした産業

	１～６の分野において行う先進的な取組について具体的に説明してください。


	（　）業態転換等

	業態転換等の内容について、該当項目にレ点を入れ、該当する内容を簡潔に記載してください。

□新分野進出　※日本標準産業分類細分類の異動状況を記載してください。

□業態転換　※製品・サービスの生産･提供方法の異動状況を記載してください。

□商圏拡大　　※商圏の拡大状況を記載してください。



	（　）事業承継

	■承継（予定）日：　　　年　　月　（日）

※事業承継したこと又はすることを疎明する資料を添付し、その日付又は時期を記載すること。
（例）所得税法第２２９条に基づき税務署に提出する被承継者の廃業届及び承継者の開業届の写し、被承継者と承継者の譲渡契約書、事業引継ぎ支援センター等の支援を受け策定した事業承継計画

■被承継者（所　在　地）　　

（企　業　名）
（代表者氏名）
 ■雇用の維持・拡大に係る計画

（必須）事業承継により維持される（た）雇用の数（承継前に比べ減少する（した）場合を含む。）　                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　人
（任意）事業承継後の事業拡大等により新たに増加する（した）雇用の数                                            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　 人
        （事業拡大等の計画）

	（　）公的支援

	公的支援の内容について記載してください。

■支援機関名（国の省庁名、鳥取県など）：

■補助金等名：

※交付決定通知、内定通知の写しなど支援内容を確認できる書類を添付してください。

	（　）規制強化

	規制強化の内容とそれに伴い必要となった対応について簡潔に記載してください。

■規制強化の根拠法令名：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）




	（　）緊急経済リスク回避

	国際経済環境の激変による緊急経済リスクの内容とその回避方法について簡潔に記載してください。





	新規需要開拓設備資金制度要綱第３条に規定する特別利率の対象要件に合致することを確認しました。
受付団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　


